
人口減少下における広域連携の推進
R7.2 上川総合振興局

資料１

H31 R6

●人口減少の進行 ●職員確保が困難

【採用試験倍率の推移】
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令和６年４月１日現在

※行政サービス提供体制に関する
アンケート調査

専門職

21人

事務職

18人

管内の約半数が

２千人以下に

上川管内地域連携・協創推進会議設置

㉓音威子府村(601人)

②名寄市(2.5万人)

①旭川市(31.6万人)

～

㉒幌加内町(1,222人)

㉑中川町(1,269人)

 連携中枢都市圏・
定住自立圏など
中心市等が牽引する
圏域全体での連携

 一部事務組合・
広域連合など
法人格を有する連携

圏域・地域の枠にとらわれず

共通課題に柔軟に対応
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多くの町村で
専門職の人材不足

これまでに加えこれまで

人材不足により

行政サービスの維持が困難に
※R6.12月末住民基本台帳
ネットワークシステム人口

※国立社会保障・人口問題研究所
日本の地域別将来推計人口(2023年推計)
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調査対象：上川管内市町村
実施時期：令和６年１１月～１２月

行政サービス提供体制に関するアンケート調査結果
R7.2 上川総合振興局

資料２

●市町村単独では維持困難な業務、広域連携により効率化を図りたい業務 ●職種毎の職員１人当たりの業務量

1団体

2団体

2団体

4団体

6団体

6団体

8団体

2団体

2団体

2団体

3団体

4団体

4団体

5団体

1団体

1団体

1団体

1団体

2団体

4団体

2団体

0 10 20 30 40 50 60 70

建築

医療

商工

交通

公共施設

人材

ＤＸ

北部 中部 南部

・
・
・

人材

公共施設

ＤＸ

12団体

12団体

8団体

7団体

8団体

15団体

4団体

3団体

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

専門

保健師

保育士

専門

土木職

建築職

事務職

ちょうどよい・配置なし 余裕がない(1職種) 余裕がない(2職種)

事務職・・・65％
専門職・・・48％

(％)

(分野)

ＤＸ

人材

公共施設

0 20 40           60          80        100

具体的な内容

職員採用業務の連携、市町村間の人事交流・共同活用

維持管理業務の共同委託、広域利用・共同設置

業務システムの共同調達・共同運用、ＤＸ人材の確保・育成
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（保健師・
保育士）

(％)

余裕がない市町村共通する課題が顕在化
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上川管内における広域連携の推進イメージ

Ｒ６年度 Ｒ７年度～

ＤＸ推進部会

イノベーション推進部会

ファシリティ
マネジメント推進部会

振興局（事務局）

推

進

部

会

R7.2 上川総合振興局

《推進会議の形態》
構成メンバー 各市町村長、上川総合振興局長
オブザーバー 上川町村会事務局、旭川開発建設部、有識者

上川管内地域連携・協創推進会議

《部会の形態》

・希望部会に所属（複数可）

・実務管理者で構成

・月２回程度開催（WEB）

・議論の進捗に応じて、

頻度、内容、メンバー

などは柔軟に対応

《部会の役割》

・課題共有、意見交換

・連携制度の調査研究

・先進地視察

・具体策の検討

・実証事業の企画立案

実
証
事
業
等
の
展
開

Ｃ
町

Ｂ
町

Ｄ
村

Ａ
町

共

同

委

託

Ａ町

Ｂ町

Ｃ町

Ｄ村

➢人材交流・共同活用

➢事務の集約・共同委託

本
格
的
な
検
討
を
開
始

《推進会議の役割》

○広域連携に向けた課題や取組事例の共有、意見交換
○推進部会の進捗状況や方向性の確認

資料３

Ａ
町

Ｂ
町

Ｃ
町

Ｄ
村

➢先行団体が牽引

地域政策課

・推進会議の事務局・運営

・推進部会の運営支援

・情報収集、各種調整

・検討状況等の推進管理

・各種補助金の情報提供

関係課

必要に応じて、

・推進部会への参加

・職員短期派遣等による

専門的な技術支援や助言

振興局が各種取組をサポート
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○事務局(振興局等)から他地域の先行事例や具体例を示しながら構成員とともに検討
○検討内容は下記に限定せず、構成員等からの提案により、様々な項目について柔軟に検討

１ＤＸ

２イノベーション

３ファシリティマネジメント

➢基礎的事務の共通化

⇒法制事務、給与事務、徴税事務の共同実施、各種手続き等の共有化

➢人材確保業務の広域連携

⇒専門職採用の合同プロモーション(イベントへの共同出展等)

➢市町村間の職員派遣・交流、合同研修

➢専門職の共同確保、共同活用

⇒人材バンクの設置(退職職員等の活用)

⇒人材シェアリング制度

➢公共施設の維持管理

⇒広域でのアウトソーシング、一体管理、脱炭素化の推進

➢公共施設の広域利用、共同設置

⇒公共施設の整備・活用方針の共有

⇒スケールメリットを活かした民間企業等の参入促進策の検討

➢自治体情報システムの標準化・共通化への対応(共同調達、共同運用)

➢デジタル人材の共有・育成

➢デジタル技術(生成AI、RPA等)を活用した業務の効率化(共同研究)

市町村間の役割分担例

【事例①】

A町 B町

【事例②】
A町

【事例③】

B町

B町

α事務

事業者

αシステム αシステム

共
同
調
達

部会で検討する連携の枠組みなど 資料４
R7.2 上川総合振興局

α事務〈事務の委託〉

C町

A町

〈広域利用〉

α施設

β施設 θ施設
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